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≪論文≫
日本軍による大阪市有不動産の接収
−旧制大阪商科大学・信太山健民修錬所について−
　　　
田　中　ひとみ
はじめに　
　大阪市立大学は敗戦後、占領軍によって 10 年あまり学舎を接収された苦難の歴史を背負っ
ている（1）。本学の大学史資料室にはその頃に撮影された写真や米兵使用の水筒などの資料が収
蔵されており、当時を物語っている（2）。
　筆者は以前、大阪市立大学を含め占領期に接収を受けた大阪市有不動産について、その賃貸
料支払い状況を分析した（拙稿（Ａ））（3）。占領軍が日本の不動産等を必要とした場合、日本
政府に対してＰＤ（Procurement Demand、調達要求）命令を発令し、日本政府を通じた調達
が行われる。日本政府は被接収者との間に借り上げ契約を結び、それに基づいて終戦処理費（日
本の国家予算）から被接収者に対し賃貸料が支払われた。大阪市公文書館に保管されている当
時の公文書によると大阪市の場合、市有不動産 26 件について賃貸契約が締結され実際に賃貸
料が支払われていたことが確認できる。しかし、このうち 3 件のみが接収中に占領軍によって
「ミリタリー・ターゲット指定」を受け、賃貸料支払いが途中で停止する事態が発生していた。
ミリタリー・ターゲット、すなわち軍用施設である。
　3 件とは、大阪商科大学、大阪市経済研究所、信太山健民修錬所である（以下それぞれ、大
阪商大、経済研究所、健民修錬所と略記する）。この 3 件は戦時中、戦争遂行のためそれぞれ
日本軍（海軍と陸軍）に接収されていたため、占領軍から日本の「軍用施設」だったとみなされ、
それを根拠に賃貸料を支払う必要がないと判断されたのだった。特に大阪商大と経済研究所は
教育・研究機関であるにも関わらず、戦時中の不本意な接収（4）が元となり本来の目的と正反対
の軍用施設とみなされたのである。戦時中の状況が占領期に決定的な影響を与えたのだった。
　前掲拙稿（Ａ）では占領期に上記 3 件が他の不動産とは別扱いになった過程と、その後の大
───────────────────────────────────────────────
　（1）　1949（昭和 24）年までは旧制大阪商科大学。1949 年 4 月、新制大阪市立大学創立。同年 6 月に開
学式が行われている。
　（2）　拙稿「（資料紹介）大阪市立大学学舎接収時代史料群」（『大阪市立大学史紀要』第 7 号、2014 年）参照。
　（3）　拙稿（Ａ）「占領軍による大阪市有不動産の接収―大阪商科大学等のミリタリー・ターゲット指定
問題を中心として―」（『大阪市立大学史紀要』第 1 号、2008 年）
　（4）　『大阪市立大学百年史』全学編、前史第 2 章第 2 節（5）授業停止と海兵団への学舎引き渡し（大阪
市立大学、1987 年）
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阪市および関係機関による状況打開のための取り組みについて明らかにした。しかしながらそ
の大きな原因となった戦時中の日本軍による接収については、紙幅の関係上詳しく扱うことが
できなかった。そこで本稿では戦時中に焦点をしぼり、改めて上記日本軍による接収がどのよ
うなものだったのか明らかにすることを目的としたい。
　そのため、第 1 章ではまず日本軍による不動産接収の過程を大阪商科大学を中心に明らかに
する。続く第 2 章では日本軍と大阪市の間に結ばれた不動産賃貸契約書に注目し、その内容を
具体的に検討する。第 3 章では上記契約が締結後、実際に守られたのか、その実行状況はどう
だったのか、賃貸料の受払いの実態を通じて確認する。このような作業を通じて海軍・陸軍に
よる接収の実態を浮き彫りにしたい。
　拙稿（Ａ）と同様、主に検討素材とする史料は戦中・戦後に大阪市が作成した公文書である。
現在、大阪市公文書館に特定歴史公文書として収蔵されている。本稿はこれら公文書史料のレ
ポートという性格を有していることを断っておきたい。
第１章　日本軍による大阪市有不動産接収の過程―大阪商科大学を中心に―
（１）大阪海兵団による大阪商科大学の接収
　1880（明治 13）年設立の大阪商業講習所に端を発する大阪商科大学（商大）は、1933 ～ 34（昭
和 8 ～ 9）年にかけて烏ヶ辻校舎および茶臼山仮校舎から住吉区杉本町の新学舎（図 1：旧制
大阪商科大学平面図）へ移転してきた（5）。移転当時の商大は予科・高等商業部（高商部）・学
部という 3 つの教育組織から構成されており、各々に専用の建物を使用していた。図 1 のう
ち、平面図（一）の「本館」（⑱）が学部、平面図（二）の「高等商業部」（②）「予科」（①）
がそれらの建物である。移転完了後まだ 10 年も経たない 1943（昭和 18）年、海軍による最
初の学舎引き渡し要求があった。1948（昭和 23）年 1 月 26 日付で大阪市長からＧＨＱに提
出された文書「日本海軍による大阪商科大学占拠の歴史」（The history of the Japanese Navy,s 
occupation of the Osaka Municipal University of Commerce）を引用した『大阪市立大学百年史』
によると、戦時中の大阪海兵団による学舎接収の過程は以下の通りである（6）。
　「海軍の学舎引き渡し要求は、1943 年 12 月 30 日が最初であった。海軍当局は、このとき
文部大臣を通じて大阪市長に対し、大阪商大の予科学舎と体育館の一時借用を要請した。これ
に対し大学当局は、翌 44 年 1 月 22 日、予科学舎の 1 階部分を除外することを条件に、海軍
の要請を受け容れる旨回答した。しかし同年 3 月 30 日、海軍当局は大阪市に対し、先の要求
は不十分であったとして、より大きな便宜を供与することを要求してきた。これには、大学当
───────────────────────────────────────────────
　（5）　前掲『大阪市立大学百年史』全学編、前史第 2 章第 1 節 2（3）杉本町学舎の建設、および同節 3（3）
教育体制の充実
　（6）　前掲『大阪市立大学百年史』全学編、前史第 2 章第 2 節 2（5）授業停止と海兵団への学舎引き渡
し
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局も少なからず抵抗したようである。ところが 7 月 1 日大学は、文部省から、できるだけ多
くの建物を海軍に引き渡すようにという強い要請を受け取った。文部省は、具体的に予科学舎、
体育館、高商部学舎、武術道場とその他付属の建物をあげていた。7 月 24 日、大学で会議が
開かれ、引き渡しが決定された。8 月 3 日、予科および高商部学舎の海軍への引き渡しがおこ
なわれ、9 月 1 日、大阪市と大阪警備府（正確には大阪海軍経理部長。拙稿（Ｂ）参照）（7）の
あいだで正式に大阪商大の建物・施設にかんする賃貸契約が締結され、この契約は同年 5 月
25 日にさかのぼるものとされた。」（下線部は筆者加筆）
　ここで商大の学舎引き渡しは 1944 年 8 月と記されている。しかし会議での議決を経た正式
な引き渡しに先だち、実際には海軍による商大の利用は 6 月から始まっていたことを指摘して
おきたい（8）。なお、この間の事柄を表 1 に整理した。
表１　年表　日本軍による大阪市有不動産の接収
年月日 大阪商科大学 海　　　軍 大　阪　市 陸　　軍
信太山
健民修錬所
1943（Ｓ18） 12/30
海軍、文部大臣を通じて大阪市長に商大の予科と
体育館一時借用を要請
1944（Ｓ19） 1/22
商大、予科の１階部分除外を条件に、海軍の要請を
受け入れる旨を回答
3/30 海軍、市に対して「より大きな便宜を」と要請
5/25 大阪市―海軍 賃貸契約書に記載された締結日
6/1 大阪市―海軍 賃貸契約書の契約期間開始日
6/-
予科・高商部の
接収が始まる
大竹海兵団の
大阪分団設置
7/1
文部省、商大に要請
「できるだけ多くの建物を海軍に渡すように」
7/24
会議にて引き渡し
決定
8/3 予科・高商部学舎、海軍へ引き渡し
9/1
高商部事務室、学部
建 物 へ 移 転 。 高 商
部・予科ほかの授業
はすべて学部校舎に
て行われる
大竹海兵団大阪分団
が大阪海兵団に昇格
大阪市、海軍と賃貸
契約を締結。この契
約は5/25まで遡るこ
とに。
10/1 大阪市、陸軍と賃貸契約を締結
12/27 陸軍、1944年10・11月分賃貸料を市に支払う
1945（Ｓ20） 3/9 陸軍、1945年1月分賃貸料を市に支払う
3/31 契約当初期間終了
4/1 更新契約書に記載された締結日
4/13 陸軍、３月分の賃貸料を市に支払う
4/19 陸軍から市長へ、契約更新に関する通牒が出される
5/25 大阪市、陸軍の市有地継続使用を承認し、施行
8/15 日本、敗戦
8/20 海軍、1944年6月～1945年３月分の賃貸料を市に支払う
9/2 日本、降伏文書に調印
9/15 陸軍、４月～８月分の賃貸料を市に支払う
10/6 大阪海兵団、商大から撤収
10/7
米軍、商大占拠を
開始
1946（Ｓ21） 3/14 海軍、1945年4月～1945年9月分の賃貸料を市に支払う
大阪市外事課『昭和二十年度～二十四年度渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』（大阪市公文書館蔵、薄冊整理番
号 213284）、『大阪市立大学百年史』、『新修大阪市史』第７巻より作成
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　当時の状況については、大阪市立大学が記した史料も残っている。同じく戦後占領期の
1951（昭和 26）年 5 月、文部省から大阪市立大学へ（注（1）参照）、接収解除に協力したいの
でこれまでの経緯などについて調書を作成し提出するようにと通達があった。これに対し大阪
市立大学は以下のように回答している（9）。
【史料 1】
　接収されるまでの経過　
　戦時中本学校舎の転用については、当時文部省より軍、官、重要施設等に対する便宜の
供与について屡々通牒に接してをりました処、更に海軍警備府より大阪海兵団の開設に伴
い、校舎を海兵団に転用方申入を受けました。
　当時学生は応召、学徒動員の為、在学者数は可成減少してをりましたが、一方、新しく
工業経営専門学校を開設する必要上相当数の教室を確保したく文部当局えも再三陳情しま
したが承認せられるに至らず、時局下遂に本学施設の一部、予科高商部の転用を承認する
の余儀なき事情にありました。
　その後戦局の推移に伴い、海兵団の拡張其の他の理由により昭和 20 年 4 月に至り、右
の外、学部校舎の約三分の二及び講堂をも転用するの已むなきに到った次第であります。
　1943（昭和 18）年秋以降の学徒出陣、1944 年 4 月以降の勤労動員回数増加および長期化な
ど、学生が減っていた状況については、『大阪市立大学百年史』（以下、『百年史』）に詳しい（10）。
　『百年史』ではこの時期の大学としてのささやかな抵抗として、募集人員よりも多めの合格者・
入学許可者を出していた点を指摘している。しかしながらこのような抵抗や文部省への「再三
陳情」も空しく、結局は 2 次にわたり学舎の一部を引き渡すこととなったのである。
　その背景として海軍がこの時期、利用できる施設を渇望していたことが挙げられるだろう。
「海軍警備府より大阪海兵団の開設に伴い、校舎を海兵団に転用方申入を受けました」とある
通り、日本海軍は当時増設の過程にあった。海兵団とは新兵の教育および補充を担う機関であ
る。『新修大阪市史』によると、日本海軍の徴募兵員数は、1941（昭和 16）年以降に急増した
ため、従来各鎮守府に一個であった海兵団は同年 11 月、横須賀・呉・佐世保の各鎮守府に一
個ずつ増設された。このうち呉鎮守府では大竹海兵団（広島県大竹町）が新設された。1943
───────────────────────────────────────────────
　（7）　この点についての考察は、拙稿（Ｂ）「昭和 19 年　大阪海軍経理部―大阪市　商大土地建物賃貸借
契約書について」（『大学史資料室ニュース』第 12 号、大阪市立大学大学史資料室発行、2008 年）参照。
　（8）　根拠として、賃貸契約が 5 月 25 日までさかのぼること、また契約書に基づいて 1944 年 6 月分・7
月分の賃貸料が実際に支払われていることなど（第 3 章にて後述）が挙げられる。その他、当時商大
教員であった谷口知平の文章（「大阪商科大学より大阪市立大学法学部へ」『法学雑誌』第 20 巻第 1 号、
1973 年 9 月）など。
　（9）　『昭和 25 年度以降往復文書綴』（大阪市立大学大学史資料室所蔵）
（10）　前掲『大阪市立大学百年史』全学編、前史第 2 章第 2 節 2（5）授業停止と海兵団への学舎引き渡
し
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年以降は補充兵・国民兵の召集、学徒徴集というかつてない事態を迎え、新兵教育の大量化・
急速化・多様化を迫られた結果、1944 年以降兵員教育機関である海兵団の新増設が相継ぎ、
終戦までに合計 15 個に達したという。大阪警備府管区では、1944（昭和 19）年 6 月に大竹
海兵団の大阪分団が設置され、この分団は同年 9 月に大阪海兵団に昇格した（11）。6 月の大阪分
団設置、9 月の海兵団昇格にとって商大の学舎接収は重要な要素であったに違いない。
　ここで史料１に記された２次にわたる学舎接収を図で確認しておこう。第１次として 1944
年 6 月～ 8 月、予科学舎（図１−①）・高商部学舎（図１−②）を中心とした図１―平面図（二）
敷地内のほとんどの施設が転用された（12）。続く第２次では翌 1945 年 4 月、学部校舎（図１−
⑱）の 3 分の 2、および講堂（図１−⑲）を転用されるに至った。この状況を『百年史』では
「商大学舎の半分以上は海兵団の占拠するところとなった」と表現している（13）。
　前掲 1948（昭和 23）年１月 26 日付大阪市長提出文書「日本海軍による大阪商科大学占拠
の歴史」に記された、第１次接収時に大阪市が海軍と締結することとなった土地建物賃貸借契
約書については章を改めることにする。
（２）大阪師団による信太山健民修錬所の接収
　信太山健民修錬所は大阪市内ではなく、泉北郡和泉町および信太村（当時。現在の和泉市
黒鳥町、伯太町、尾井町）にあった。和泉町と信太村にまたがる 58,171 坪の土地を大阪市が
1943 ～ 44（昭和 18 ～ 19）年に買収したのである（修錬所を含むこの一帯の大阪市市有地は
総坪数 86,293 坪。）（14）。買収用途は大阪市の健民修錬所および中等学校郊外運動場用地であっ
た。健民修錬所とは、健民運動の実践場として設けられた施設である。健民運動とは、戦争を
勝ち抜くために人口増殖・健康増進を目的として厚生省が主唱し、大政翼賛会厚生部が推進役
となって 1942 年から行われた官製の国民運動である。この運動は医療・保健衛生関係のみな
らず、体育関係や生活改善等の方面からも取り組まれた（15）。大阪でも 1943（昭和 18）年 10
月 30 日から 11 月 3 日まで、大阪市・大政翼賛会大阪支部・大阪市翼賛壮年団が共催して健
民運動秋季国民錬成の会が開かれた。その内容は、壮丁鍛錬会、町会体錬の会、ラジオ体操の
会、体操練習会、歩行訓の強調、集団労作作業、女子体力章練習会であった（16）。信太山の健
───────────────────────────────────────────────
（11）　『新修大阪市史』第 7 巻、第 3 章第 5 節（大阪市、1994 年）および前掲拙稿（Ｂ）
（12）　これらの施設転用については、第 2 章で詳述。
（13）　前掲『大阪市立大学百年史』全学編、前史第 2 章第 2 節 2（5）授業停止と海兵団への学舎引き渡
し
（14）　大阪市外事課『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第
17 号文書（大阪市公文書館所蔵、簿冊整理番号 213284、配架番号 56934）および『不動産買収契約
関係書類　信太山健康生活指導所中等学校郊外運動場』（同館所蔵、簿冊整理番号 54752、配架番号
98752）
（15）　高岡裕之編『資料集　総力戦と文化　第 2 巻　厚生運動・健民運動・読書運動』（大月書店、2001 年）
（16）　前掲『新修大阪市史』第 7 巻
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民修錬所でも、このような行事がおこなわれていたと思われる（17）。大阪市はこの施設の日本
陸軍による接収について、1949（昭和 24）年に特別調達庁に対しその経緯を以下のように記
している（18）。
【史料 2】
　元信太山健民修練
（ママ）
所用地賃貸について
　　　　　　　　　　　　　大阪市衛生局庶務課長
昭和十九年八月、大阪師団経理部長恒岡信親より本市元信太山健民修練
（ママ）
所用地を軍演習地
として借用方申出が有ったが、本市としては当時の時局柄止む得ざるものと認め、事業遂
行上支障を来さないことを条件として、其の申し出を承認し、別紙写の様な賃貸契約書に
より賃貸することゝなった。
　史料 2 によると、「軍演習地」として借用したいと大阪師団経理部長から申し出があったこと、
大阪市は「時局柄止むを得ざるものと認め」、「其の申し出を承認し」、賃貸契約書を取り交わ
したことが分かる。大阪市が陸軍に対し「事業遂行上支障を来さないこと」を条件としている
点は注目される（後述）。残念ながら健民修錬所用地の提供の過程については、現時点でこれ
以上の情報は得られていない。そこで現在確認し得ている上記「賃貸契約書」について、先述
の商大に関する賃貸契約書と合わせて次章にて検討していきたい。
第 2 章　契約書の分析
　この章では日本軍と大阪市の間に結ばれた 2 通の不動産賃貸契約書を素材とし、その内容
を具体的に検討する。なお、（１）で扱う大阪商科大学転用の契約書については、かつて『大
学史資料室ニュース』にて簡単に紹介していることを断っておく（19）。今回本稿に改めて掲載し、
陸軍による信太山健民修錬所転用の契約書と比較しながら検討を加えたい。
（１）2 通の契約書
　①大阪商科大学（大阪市―大阪海軍経理部）
　第１章（１）のとおり、商大は 2 次にわたり接収を受けた。このうち 1944（昭和 19）年の
第１次接収時（図 1- 平面図（二）地区内）に大阪市が締結することとなった賃貸契約書（写し）
が、大阪市公文書館に特定歴史公文書として保管されている。以下の史料 3「土地建物賃貸借
契約書」である（20）。
───────────────────────────────────────────────
（17）　健民修錬所において実際にどのような行事が行われていたのか、史料を発見できておらず詳細は不
明である。
（18）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 16 号
文書
（19）　前掲拙稿（Ｂ）
（20）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 10 号
文書。
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【史料 3】
　一九　阪経契第八一号
　　　　土地建物賃貸借契約書
大阪海軍経理部長吉川漁夫（以下甲ト稱ス）ハ土地建物賃貸借ニ関シ、大阪市長坂間棟治（以下乙ト稱ス）
ト契約スルコト左ノ如シ
　第一条　乙ハ其ノ所有ニ係ル別紙記載ノ土地建物及附属設備（以下本物件ト稱ス）ヲ以下各條ノ約旨ヲ
以テ賃貸シ、甲ハ同約旨ヲ以テ賃借ス
　第二条　本物件ハ海軍（以下官ト稱ス）ニ於テ任意ニ之ヲ使用ス
　第三条　賃貸借存續期間ハ昭和十九年六月一日ヨリ昭和二十年三月三十一日迄トシ、爾後、尚契約ノ継
續ヲ必要トスル場合ハ甲乙協議ノ上、毎年更新スルモノトス
　第四条　賃貸借料ハ昭和十九年六月・七月分ヲ各月額金四千参百七拾七円五拾錢也、昭和十九年八月以
降ヲ月額金八千四百五拾円也トシ、毎六ヶ月分ヲ九月末日及三月末日迄ニ支拂フモノトス、一
月未満ノ端日數ヲ生シタル場合ノ前項料金ハ、其ノ月ノ現日數ニ依リ、日割計算ヲ行フモノト
ス
　第五条　本物件使用上通常要スル諸経費（電燈、水道、瓦斯、電話料等）ハ官ノ負擔トス
　第六条　官ハ豫メ乙ノ承諾ヲ得テ、本物件使用上必要ナル改造ヲ官ノ費用ヲ以テ施行スルコトアルヘシ
　第七条　前條ニ依リ為シタル改造、又ハ官ノ責ニ依リ生シタル損傷ハ、官ノ費用ヲ以テ之ヲ復旧ス、　
但シ天災其ノ他防制スヘカラサル損害ニ対シテハ、此ノ限ニアラス
　第八条　本契約期間中ト雖モ、官ニ於テ本物件不用トナリタルトキハ、其ノ旨乙ニ通知シ無償ニテ本契
約ヲ解除スルコトアルヘシ
　第九条　乙ハ本契約ニ関シ、軍事上ノ秘密ヲ嚴守スルノ義務アルモノトス
　第十条　前各條ニ明掲ノ外ハ、甲乙協議ノ上、決定スルモノトス
　右契約ヲ證スル為、本書貳通ヲ作成シ、各自記名捺印ノ上、各其ノ壹通ヲ保有スルモノナリ
　昭和十九年五月二十五日
　　　　　　契約擔任官　　　大阪海軍経理部長　吉川　漁夫
　　　　　　契約者　　　　　大阪市長　　　　　坂間　棟治
　
別紙
　大阪市住吉区杉本町一五五番地ノ一外
　一　土地　一〇五四一坪
　右地上建物
　　番号　　名稱　　　　　　　　　　　構造　　　　　　　　　　 　棟数　　　建坪　　　　　　　延坪
　　  １　豫科校舎　　　　　　　鉄筋コンクリート造塔屋付三階建　　一　　三七七坪九一　　一一〇七坪四六
　　  ２　高商校舎　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　四七六坪七九　　一三四五坪五四
　　  ３　渡廊下　　　　　　　　鉄筋コンクリート造平家建　　　　　二　　　二八坪〇五　　　　二八坪〇五
　　  ４　武術練習場　　　　　　木造石綿スレート葺平家建　　　　　一　　三三〇坪三三　　　三三〇坪三三
　　  ５　渡廊下　　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　七坪八六　　　　　七坪八六
　　  ６　体育館　　　　　　　　鉄筋コンクリート造石綿板葺平家建　一　　二三六坪〇〇　　　二三六坪〇〇
　　  ７　附属家　　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　二三九坪六四　　　二三九坪六四
　　  ８　廻廊　　　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　　五九坪〇〇　　　　五九坪〇〇
　　  ９　修養道場　　　　　　　木造コンクリート葺平家建　　　　　一　　　三六坪三〇　　　　三六坪三〇
　　  10　暖房汽罐室　　　　　　鉄筋コンクリート造平家建　　　　　一　　　七六坪三三　　　　七六坪三三
　　  11　配電室　　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　九坪〇八　　　　　九坪〇八
　　  12　門脇詰所　　　　　　　右同　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　四坪六六　　　　　四坪六六
　　  13　テニスコート西側物置　木造瓦葺平家建　　　　　　　　　　一　　　　七坪〇〇　　　　　七坪〇〇
　　  14　銃手入場及納家
（ママ）
　　　　木造鉄板葺平家建　　　　　　　　　一　　　五四坪〇八　　　　五四坪〇八
日本軍による大阪市有不動産の接収 65
　　  15　豫科校舎食堂附属納家
（ママ）
　木造セメント瓦葺平家建　　　　　　一　　　　六坪〇〇　　　　　六坪〇〇
　　  16　高商部食堂附属納屋　　木造平鉄板瓦棒葺平家建　　　　　　一　　　　九坪九〇　　　　　九坪九〇
　　  17　弓場　　　　　　　　　木造浪鉄板葺平家建　　　　　　　　二　　　一六坪〇〇　　　　一六坪〇〇
　　　　　　　　
　　　　　  　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一九　一九七四坪九三　　 三五七三坪二三
　
　この「土地建物賃貸借契約書」は、本文（全十条）と、「別紙」（商大の土地と建物書き上げ）
から構成されている。本文冒頭で「大阪海軍経理部長　吉川漁夫」と「大阪市長　坂間棟治」
との間で賃貸借契約を締結することを明記し、つづく全十条でその契約内容、最後に契約の対
象地が商大内のどこであるかを「別紙」に示している。後に陸軍の契約書と比較するためにこ
こで指摘しておきたいのは、「別紙」に記された住居表示は「大阪市住吉区杉本町一五五番地
ノ一外」とあり、土地は 10,541 坪と書かれているのみで、一筆ごとの地番の書き上げなどは
みられないことである。一方で建物は１番～ 17 番まで番号をふって構造・棟数・建坪・延坪
と各々の形状や数値を書き上げている。
　各条目内容の検討は次節に譲り、ここでは「別紙」の対象地と建物を確認しておこう。まず
建物だが、１～ 17 は図１−平面図（二）敷地内に存在する。このうち半分以上はその位置が
確認できる（１、2、4、6、10、11、12、13、14、17）。建物番号と建物名を図１に落としてある。
位置を確定しかねる物（3、5、7、8、9、15、16）のうち、3（渡廊下）、5（渡廊下）については、
建物の書き上げ順から推測して１（予科）・2（高商部）・4（武術練習場）をつなぐいずれか
の渡り廊下であろう。また 15（予科校舎食堂附属納家
（ママ）
）および 16（高商部食堂附属納屋）に
ついては、それぞれ１（予科校舎）と 2（高商部校舎）の中に食堂があったことから、正確な
位置は確定できないものの１（予科）・2（高商部）それぞれの付近に 6 坪、9.9 坪の木造平屋
建て納屋が建っていたと考えられる。9（修養道場）は 36.30 坪の建物だが、商大杉本校舎に
関する複数の図面でも未だ確認できていない。その名前から推察するに、あるいは戦時中に新
たに建造された建物だろうか。
　土地については「一、土地一〇五四一坪」とあり、「右地上建物」として上記 17 物件が記
されている。図１−平面図（二）の敷地面積は 18,187 坪であり（21）、今回の契約対象地面積
10,541 坪はその約 6 割にあたる。17 物件の建っている土地で、平面図（二）の約 6 割という
ことから類推して、契約対象地は図１のうち太線で囲った部分であろう。
　なお、この契約書が結ばれた翌年（1945）4 月には第 2 次の接収が行われた。図１−平面図（一）
⑱にあたる学部校舎の三分の二と⑲の講堂である。学部校舎は平面図（一）に「本館」と記さ
れているように、いわば旧制大阪商科大学の本丸であった。時局はいよいよ商大に中心部をも
差し出すよう迫ったのだった。
───────────────────────────────────────────────
（21）　「大阪商科大学要覧（昭和十年十月現在）」（大阪市立大学大学史資料室所蔵）
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　②信太山健民修錬所（大阪市―大阪師団経理部）
　この施設については大阪師団経理部と大阪市が「土地借上契約書」という名前で取り交わし
た契約書（写し）を確認できた。史料 4 である（22）。
【史料 4】
　　　　　土地借上契約書
大阪師団経理部長恒岡信親（以下単ニ甲ト称ス）ハ賃貸人大阪市長坂間棟治（以下単ニ乙ト称ス）ト
ノ間ニ土地賃貸借ニ関シ、左ノ条項ヲ契約ス
　第一条　本契約ニ係ル土地ハ別紙土地調書ノ通リ、五万八千百七十一坪トシ、其位置等ハ別紙図面ノ通
リトシ、現ニ存スル立木ハ其ノ儘附属スルモノトス
　第二条　前条ニ依ル借上地以外ノ隣接地（別紙図面ノ通リ）ヲ使用ノ必要アルトキハ、随時使用シ得ル
モノトス
　　　　　但、借上地ニ於テ、大阪市健民修練事業上必要アルトキハ、演習上支障ナキ限リ、大阪市ニテ
随時使用差支ナキモノトス
　第三条　借上地域内ニハ工作物ノ構築ハ実施セサルモノトス
　　　　　但、必要已ムヲ得サルトキハ乙ノ承諾ヲ得テ実施スルモノトス
　第四条　賃貸料金及其計算方法左ノ如シ
　　　　　一、賃貸料ハ土地ニ定着シアル一切ノモノヲ合セ壹ヶ月一坪当リ金貳銭トス
　　　　　二、使用日数ニ端数ヲ生シタルトキハ日割計算トシ、其ノ方法ハ一月ノ賃貸料金ニ使用日数ヲ
乗シ、其ノ月ノ現日数ヲ以テ除シ、銭位ニ止ム
　第五条　乙ハ賃貸料金ノ請求書ヲ翌月五日迄ニ、甲ニ送附シ、甲支払フモノトス
　第六条　賃貸セル土地、立木等天災地変其ノ他、甲ノ責ニ帰スヘカラサル事由ニ基キ、滅失又ハ枯木ト
ナリタル場合、甲ハ之カ弁償ノ責ニ任セサルモノトス
　　　　　但シ、使用ニ当リ生シタル損害ニ対シテハ、甲ニ於テ弁償スルモノトス
　第七条　賃貸期間ハ、昭和十九年十月一日ヨリ昭和二十年三月三十一日迄トス
　　　　　但シ、甲ニ於テ解約意志表示ナキトキハ、契約ノ効力ハ其ノ儘継続スヘキモノトス
　第八条　乙ハ前条ノ期間内ニ於テ如何ナル事情アルモ、解約ノ請求ヲナスコトヲ得サルモノトス
　第九条　甲ハ何等ノ補償ヲナスコトナク何時ニテモ本契約ノ一部又ハ全部ヲ解除スルコトヲ得ルモノト
ス
　第十条　契約解除ノ際ニ於ケル原形復旧ハ実施セサルヲ原則トス
　　　　　但シ、軍ニ於テ実施シタル諸工作物ノ処理ニ関シテハ、契約解除ノ際、双方協議ノ上、之ヲ決
定スルモノトス
　第十一条　本契約ニ係ル訴訟ハ、甲ノ選定スル裁判所ニ提起スルモノトス
　右確守スルノ証トシテ本証書貳通ヲ作成、双方記名捺印シ、各壹通ヲ領置スルモノトス
　　昭和十九年十月一日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担任官　大阪師団経理部長　恒岡信親　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃貸人　　　大阪市長　　　　　坂間棟治　印
　第一条には、この契約の対象地は「別紙土地調書」の通り 58,171 坪で、位置は「別紙図面」
の通りである、と書かれている。この契約が「土地借上契約書」（＝本紙）、「別紙土地調書」「別
紙図面」の 3 点から構成されていたことを明示している。残念ながら現時点で「別紙図面」は
───────────────────────────────────────────────
（22）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 16 号
文書
（23）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 10 号
文書
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確認できていないが「別紙土地調書」の写し（23）と思われる史料は残っていた。これは 180 筆
以上にのぼる膨大な地番・地目・地積の書き上げなので、整理して本稿の最後に表 2 として掲
載しておく。史料 3 の商大契約書には所在地が「大阪市住吉区杉本町一五五番地ノ一外」と
簡潔に記されているだけで、このような地番・地目・地積書き上げは見られなかった。総坪数
86,293 坪に及ぶ広大な市有地のうちの 58,171 坪を賃貸借するので、どこが対象地であるか正
確に記す必要があったのだろう。
（２）接収状況の特徴 ―契約書の比較から―
　大阪商科大学の土地建物賃貸借契約書（史料 3）と信太山健民修錬所の土地借上契約書（史
料 4）、この 2 つの契約書を比較すると、それぞれの接収状況の特徴がみえてくる。以下では
項目ごとに両者を比較していこう。なお 2 点の契約書の特徴を表 3 にまとめているので適宜
参照されたい。
表３　大阪市と海軍・陸軍との不動産賃貸契約
海　　軍（史料３） 陸　　軍（史料４）
対 象 不 動 産
大阪商科大学 
土地・建物
信太山健民修錬所 
土地
面 積
10,541 坪（別紙より） 
（商大予科・高商部地区のうち）
58,171 坪（１条）
契約書の構成 本紙、別紙 本紙、別紙土地調書、別紙図面
使 用 規 定 海軍が任意に使用（２条）
借上げ地の他に隣接地も随時使用可。但し市
の健民修錬事業の為には軍の演習に支障がな
い範囲で市が随時使用できる（２条）
契 約 締 結 日 1944．9/1（但し 5/25 まで遡る） 1944．10/1
当初契約期間 1944．6/1 ～ 45．3/31（３条） 1944．10/1 ～ 45．3/31（７条）
契 約 更 新 協議の上、毎年更新（３条）
陸軍による解約意志表示がなければそのまま
継続（７条）
解 約 軍により随時、補償なし（８条）
軍により随時、補償なし。陸軍だけが解約で
きる。市からは解約できない。（８・９条）
賃 貸 料
１ヶ月あたり 
1944 年６・７月：4377.50 円 
1944 年８月～：8450 円（４条）
１ヶ月あたり：1163.42 円 
（１坪あたり２銭）（４条）
支 払 い 期 日
半年ごと。９月末日、３月末日払い。
（４条）
毎月分を翌月５日までに請求すれば支払う
（５条）
光熱費・通信費 海軍が負担（５条） （条文なし）
施 設 改 造
市の承諾を得たうえで軍が自費で施行
することがある（６条）
工作物は建築しない。する場合は事前に市の
承諾を得る（３条）
原 状 回 復 軍が自費で回復する（７条）
原状回復しない。工作物の処理は協議して決
める（10 条）
訴 訟 （条文なし） 陸軍の選定する裁判所に提起（11 条）
軍 事 機 密 市は厳守する義務がある（９条） （条文なし）
条文以外の事項 両者が協議して決める（10 条） （条文なし）
大阪市立大学史紀要　第 8号（２015年）68
① 契約対象地の性格
　まずは、契約対象がどんな所で、どのように利用されているかについてみてみよう。契約書
のタイトルは、商大が「土地建物」賃貸借契約書、健民修錬所が「土地」借上契約書となって
おり、健民修錬所には附属建物がないと推察される。このほかにも、第１条を比較すると、商
大では賃貸の対象は「土地建物」および「附属設備」である。健民修錬所では「土地」は別紙
土地調書の通り、「立木」はそのまま附属物として扱う、とある。整備された土地・建物の備わっ
た大学と、木々が立ち並ぶ健民修錬所という両者のあり方が、賃貸契約の対象物に表れている。
また、史料 3 第 5 条には電灯代・水道代・ガス代・電話代の項目があるが、史料 4 にはみら
れない。健民修錬所には、そもそもそういった設備がなかったのであろう。
　対象地の性格の違いは賃貸料にも表れている。商大は 10,541 坪の土地と地上建物で月額
8,450 円（史料 3 第 4 条。但し最初の 2 ヶ月は 4,377 円 50 銭）であるのに対し、健民修錬所
は 58,171 坪× 0.02 円（史料 4 第１条、第 4 条）で月額 1,163 円 42 銭である。健民修錬所は
商大の 5 倍以上の広さがあるが、月額賃貸料は 7 分の１以下と非常に低額に抑えられている。
当時はまだ田園の広がる所だったとはいえ大阪市内にある整備された教育・研究機関である商
大と郊外の信太山という土地柄が反映してのことであろう（24）。
② 軍にとっての存在意義
　商大と健民修錬所について、軍にとっての存在意義の違いは、史料 4 第 2 条に端的に表れ
ている。ここでは本来の契約地以外の隣接地も師団が必要あるときは随時使用して良い、とし
つつも、その但し書きには「借上地ニ於テ、大阪市健民修練事業上、必要アルトキハ演習上支
障ナキ限リ、大阪市ニテ随時使用差支ヘナキモノトス」とある。大阪市の健民修錬事業を実行
する上で必要があるときは陸軍の演習に差し支えない限り、随時大阪市が使用しても良いと認
められている。軍の演習が優位に立っていることは明らかだが、それでも大阪市の使用余地が
残されている。これは健民修錬事業が戦争遂行上、必要な事業だと軍から存在意義を認められ
ていたからこそであろう。史料 3 には上記に相当するような商大の教育・研究が尊重されてい
る条目は見当たらない。教育・研究機関である商大にはその運営を軍から配慮されるような余
地は残されていない。この他に、軍隊としての利用目的の相違も考慮に入れておく必要がある
だろう。駐屯地（商大）と演習地（健民修錬所）では利用頻度などに違いが出てくることが想
起される。
───────────────────────────────────────────────
（24）　商大賃貸料は最初の 2 ヶ月（1944 年 6・7 月）だけ約半額である。第 1 章（１）で述べた通り、大
竹海兵団大阪分団が設置された同年 6 月から商大接収は始まっていたが、商大が会議の決定を経て正
式に学舎を引き渡すのは 8 月である。賃貸料変化の原因はこのあたりに求められるだろう。但し 6・
7 月の学舎転用の状況など詳細については不明である。
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③ 軍と大阪市、力の不均衡
　ここでは契約書を取り結んだ海軍・陸軍と大阪市の立場の強弱を指摘しておきたい。史料 3
第 8 条および史料 4 第 9 条には契約の終了方法について書かれている。史料 3 では「本契約
期間中ト雖モ、官ニ於テ本物件不用トナリタルトキハ、其ノ旨乙ニ通知シ無償ニテ本契約ヲ解
除スルコトアルヘシ」とあり、史料４では「甲ハ何等ノ補償ヲナスコトナク何時ニテモ本契約
ノ一部又ハ全部ヲ解除スルコトヲ得ルモノトス」とある。どちらも軍が物件不要と判断すれば
いつでも「契約解除」できるものとされている。解約にあたっては「無償ニテ」「補償ヲナス
コトナク」と明記され、違約金などが支払われない仕組みになっている。このほか史料４第８
条では、大阪市はいかなる事情があろうとも解約請求ができないとある。契約を取り交わした
とはいえ両者の力の不均衡は明らかで、その実態は軍による不動産の接収であった。
④ 大阪市への配慮
　③では力の不均衡を指摘したが、一方で大阪市に配慮がみられる条目もある。施設の改造に
ついて書かれた史料 3 第 6 条、史料 4 第 3 条がそのひとつである。史料 3 では必要が生じた
時はあらかじめ大阪市の承諾を得て自費で改造を行うことがある、としている。対する史料 4
では工作物は基本的に作らないが、必要が生じた時は市の承諾を得て実施する、とある。事前
に承諾を得る心づもりはあったものと考えられる。
　そして実際に改造をおこなった際の原状回復については史料 3 第 7 条、史料 4 第 10 条に明
記されている。海軍は改造および損傷を自費で復旧すると約束している。陸軍は「原形復旧ハ
実施セサルヲ原則トス」、但し軍が何らかの工作物を設けた場合は双方協議のうえで決めると
ある。そもそも健民修錬所は演習に利用するような地であり、原状回復せねばならないような
場所ではないと考えられる。以上のように改造や工作物については貸主である市に一定の配慮
がみられた。
　また加えてみておきたいのは史料 3 第 10 条である。この条文に載っていないことは協議の
上で決定すると書かれており、海軍は協議の場を持つ用意があったらしいことがうかがえる。
⑤ 陸海軍の相違点
　最後に、条目にみられる海軍・陸軍の違いを 3 点挙げておく。
（ア） 契約の更新
　海軍は史料 3 第 3 条で「賃貸借存續期間ハ昭和十九年六月一日ヨリ昭和二十年三月三十一
日迄トシ、爾後、尚契約ノ継續ヲ必要トスル場合ハ甲乙協議ノ上、毎年更新スルモノトス」と
している。すなわち最初の期間は 1944 年 6 月 1 日～翌 45 年 3 月 31 日まで。それ以降継続が
必要な場合は市と海軍が協議の上で毎年更新する。一方の陸軍は史料 4 第 7 条で「賃貸期間ハ、
昭和十九年十月一日ヨリ昭和二十年三月三十一日迄トス。但シ、甲ニ於テ解約意志表示ナキ
トキハ、契約ノ効力ハ其ノ儘継続スヘキモノトス」とあり、期間は 1944 年 10 月１日～翌 45
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年 3 月 31 日、それ以降は陸軍にて解約の意志表示がない限りそのまま契約の効力が継続する。
毎年協議する場があるのと自動的な契約効力の継続、陸海軍で対照的である。契約書では海軍
のほうが誠実に映る。
　しかし事実は逆転していたようである。大阪市公文書館には以下の史料が存在していた（25）。
【史料 5】
　（※下線部は筆者加筆）
　　　　　　　　　（収受印）「収受／ 20.4.27 ／理財局」「理／ 20.4.27 ／大阪市役所収受」
阪師経営第三一五号
　土地建物賃貸借契約期間更新ニ関スル件通牒
　　　昭和二十年四月十九日　　　　　　　　　大阪師管区経理部長　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※「東区馬場町」の書き込みあり）
　大阪市長　坂間棟治殿
現在借上使用中ノ貴殿所有ニ係ル土地建物（※「建物」に末梢線あり）ヲ別紙契約書ノ通リ期間
更新ノ上、引続キ借上使用致度ニ付、承知相成度
　追而捺印ノ上一通ヲ当部宛返送相成度
※【別紙契約書】
（※「契」の割り印あり。「土地建物賃貸借更新契約書」のタイプ打ち文書。名前、日付、項目名だけを手書き追記す
るようになっている）
　　　
　　　土地建物貸借更新契約書
大阪師管区経理部長恒岡信親ハ
大阪市長坂間棟治トノ間ニ昭和拾九年拾月壱日締結セル土地賃貸借契約ヲ同一条件ノ儘、期
間ヲ左記ノ通リ更新契約ス
　　　　　記
一、 賃貸借期間ハ昭和二十年四月一日ヨリ昭和二十一年三月三十一日迄トス
右契約締結ノ証トシテ本証二通ヲ作成シ双方記名捺印ノ上、各一通ヲ領置ス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※「記名捺印」の左脇に「羽田」押印あり）
　昭和二十年四月一日
　　　　　　　　　契約担任官　大阪師管区経理部長　恒岡信親　印
　　　　　　　　　賃貸人　　　大阪市長　坂間棟治　（※ 押印なし）
───────────────────────────────────────────────
（25）　大阪市運営係『自昭和弐拾年度　至弐拾弐年度　土地賃貸決裁綴』のうち第 5 号文書「市有地継続
使用承認ノ件」（大阪市公文書館所蔵、簿冊整理番号 12417、配架番号 12523）
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　上記史料 5 では、陸軍側が大阪市に対し「現在借上使用中ノ貴殿所有ニ係ル土地ヲ別紙契約
書ノ通リ期間更新ノ上、引続キ借上使用致度ニ付、承知相成度／追而捺印ノ上一通ヲ当部宛返
送相成度」と、契約更新を申し出ている。1945（昭和 20）年 4 月 19 日付で更新を申し出て
いるが、別紙契約書は契約期間に切れ目のないよう同年 4 月１日～翌 46 年 3 月 31 日と実際
の書類作成日よりも遡って記している。
　これに対し、海軍が市に契約更新を「協議」してきた経過は管見の限り史料を発見できてい
ない。海軍による商大接収は 1945 年 4 月以降も続いており、本来は史料 5 のような更新手続
きが必要だったはずである。契約書でうたわれた「協議ノ上、毎年更新」は遵守されていたの
だろうか。この点の契約内容遵守もしくは違反については次章で扱う賃貸料支払い状況とも関
連してくる。
（イ）賃貸料支払い期間
　これについては史料 3 第 4 条および史料 4 第 5 条に取り決めがある。海軍は「毎六ヶ月分ヲ
九月末日及三月末日迄ニ支拂フモノトス」とあり、6 ヶ月分をまとめて 9 月末・3 月末までに支
払うことになっている。一方陸軍は「乙ハ賃貸料金ノ請求書ヲ翌月五日迄、甲ニ送付シ、甲支
払フモノトス」とあり、毎月請求書を大阪師団経理部に送付すれば支払われるように書かれて
いる。しかし具体的な支払期日が記載されていない点が気にかかる。こうした違いはあれ、両
件ともに賃貸料支払いは契約通りに執行されなかった。これについても次章で述べることにする。
（ウ）訴訟の想定
　3 点目として陸海軍の訴訟の想定について触れたい。史料 4 第 11 条を見ていただきたい。
この契約に係わる訴訟は陸軍が選定する裁判所に提起せよ、と明記されている。そもそも訴訟
が起きる可能性を想定していること、その場合は自らに有利となる裁判所を指定できることな
ど、陸軍は利己的に周到なトラブル対処を準備している。先に触れたが、海軍が史料 3 第 10
条で「各条に掲載されていない事柄については両者が協議して決める」としていたのとは対照
的である。
第 3 章　賃貸料支払いにみる陸海軍の相違
　この章ではふたつの契約が締結後に守られたのか、その実行状況はどうだったのか、特に賃
貸料の受払いの側面から検討し、陸海軍の相違を浮き彫りにしたい。
（１）収入報告書
　大阪市公文書館には海軍・陸軍が市に支払った賃貸料の領収書（「収入報告書」）の写しが保
管されている。商大に関するものは 3 点、健民修錬所は 8 点、2 物件の合計で 11 点を確認し
ている。以下にそのうちの１点ずつを翻刻しておく。まず史料 6 は海軍による商大賃貸料であ
る（26）。
───────────────────────────────────────────────
（26）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 17 号
文書
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【史料 6】
（写）収入報告書
昭和一九年度　大阪海軍経理部長吉川漁大殿納
大阪市歳入　款　財産収入　項　普通財産収入　種目　賃貸料
一、 金　七万六千参百五拾五円也
但、大阪商科大学予科・高商部土地建物賃貸料
自昭和一九年六月　至仝二〇年三月　十ヶ月分
六・七月分　月額四三七七円五〇銭　八月以降　八四五〇円ノ割
右本日収入ヲ了セリ　大阪市収入役　主管　教育局
（印）「現金収入済／昭 20.8.20」
　大阪海軍経理部長の吉川漁大から市に対し 76,355 円の支払いである。これは海軍から市に
支払われた第 1 回目の収入記録である。金額が大きいのは「自昭和一九年六月　至仝二〇年三
月」の 10 ヶ月分をまとめて払っているからである。契約では半年分ごとに支払うことになっ
ていたのが守られていないと一見して判明する。また、収入印「現金収入済／昭 20.8.20」か
ら初回の支払いが敗戦後であることも分かる。
　続く史料 7 は陸軍による信太山健民修錬所の賃貸料である（27）。
【史料７】
（写）収入報告書
昭和一九年度　大阪師団経理部長殿納
大阪市歳入　款　財産収入　項　普通財産収入　種目　賃貸料
一、 金　弐千参百弐拾六円八拾四銭
但、泉北郡和泉町及信太村所在市有地五八一七一坪
自昭和一九年十月一日　至昭和一九年十一月末日間賃貸料
右本日収入ヲ了セリ　大阪市収入役　主管　庶務部管財係
収入　昭 19.12.27
　史料6よりも少額なのは元々の賃貸料が商大よりも安いことに加えて1944年10・11月の2ヶ
月分であるからである。こちらは戦時中の 1944 年 12 月に支払われている。
　上記「収入報告書」全 11 点と「大阪市有不動産賃貸料徴収証明書（28）」から再現できる海軍・
陸軍の賃貸料支払い状況を表 4・表 5 にまとめた。両者を比較しつつそれぞれの特徴を探って
いこう。
───────────────────────────────────────────────
（27）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 16 号
文書
（28）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 16 号
文書
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表５　信太山健民修錬所賃貸料領収記録
（単位：円）
年月 賃貸料 領収額 領収日
S19
10 月 1,163.42 
2,326.84 S19.12.27
11 月 1,163.42 
12 月 1,163.42 × ×
S20
1 月 1,163.42 1,163.42 S20.3.9
2 月 1,163.42 × ×
3 月 1,163.42 1,163.42 S20.4.13
4 月 1,163.42 
5,817.10 S20.9.15
5 月 1,163.42 
6 月 1,163.42 
7 月 1,163.42 
8 月 1,163.42 
実　収　額 10,470.78
表４　大阪商科大学賃貸料領収記録
（単位：円）
予科・高商部 本　館（学部） 校　　地
賃貸料 領収額 賃貸料 領収額 賃貸料 領収額
S19
6 月 4,377.50 
76,355　
S20.8.20
領収 ― ― ― ―
7 月 4,377.50 
8 月 8,450.00 
9 月 8,450.00 
10 月 8,450.00 
11 月 8,450.00 
12 月 8,450.00 
S20
1 月 8,450.00 
2 月 8,450.00 
3 月 8,450.00 
4 月 8,450.00 
50,700　
S21.3.14
領収
5 月 8,450.00 5,350 
26,750　
S21.3.14
領収
176 
880　
S21.3.14
領収
6 月 8,450.00 5,350 176 
7 月 8,450.00 5,350 176 
8 月 8,450.00 5,350 176 
9 月 8,450.00 5,350 176 
小　計 127,055 26,750 880 
合　計 127,055 27,630 
総　合　計 154,685 
大阪市外事課『昭和 20 ～ 24 年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』第 16 号文書
および第 17 号文書（大阪市公文書館所蔵、簿冊整理番号 213284、配架番号 56934）から作成。
×は未納
大阪市外事課『昭和 20 ～ 24 年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』第 16 号文書
（大阪市公文書館所蔵、簿冊整理番号 213284、配架番号 56934）から作成。
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（２）支払い状況にみる特徴
　先述の通り、海軍の 1 回目の支払いは 1945 年 8 月 20 であった。つまり戦時中は商大賃貸
料を納めていない。史料 3 第 4 条「毎六ヶ月分ヲ九月末日及三月末日迄ニ支払フモノトス」
という条目通りならば最初の 6 ケ月分（1944 年 6 月～ 11 月）は 1945 年 3 月末日に支払わね
ばならなかったはずである。商大については 1945 年 4 月、第 2 次接収で接収物件が増えてい
るにもかかわらずこの状況である。この扱いは商大および大阪市にとって屈辱的だったに違い
ない。2 回目の支払いは 1946 年 3 月 14 日である。表 4 に明らかな通り、第 2 次接収分の賃
貸料が増えている。第 1 次接収の予科・高商部と異なり第 2 次接収分は賃貸料が「本館」と「校
地」の 2 分類となっている。
　陸軍についても先に少し触れたが、こちらは初回支払日が 1944 年 12 月である。表 5「領収日」
欄に示したが、以後 1945 年 9 月 15 日まで合計で 4 回にわたり支払い執行がなされている。「×」
をつけた 1944 年 12 月、1945 年 2 月は未納期間である。契約書では「毎月の請求書を翌月 5
日までに送付すれば、軍が支払う」とだけあって支払い日が明記されていなかった。そのため
この陸軍の支払いぶりについては何とも評価しがたいが、未納月がありつつも海軍に比すれば
まだ回数多く支払っている点は指摘しておきたい。
　以上、海軍・陸軍それぞれについての賃貸料支払い状況を確認してきた。最後にこれらの事
柄を大阪市がどのように捉えているのかを示す史料を紹介しておく。1949（昭和 24）年 4 月
大阪市作成の「大阪商科大学仝舎海軍使用に関する調」「信太山土地元陸軍と賃貸借契約に関
する調」（29）には、それぞれの物件について建築年月日、契約日、軍使用期間、賃貸料、賃貸
収入などが記されている。それによると、商大賃貸料について未納として挙がっているのは「高
商部」「自昭和二十年十月一日　至昭和二十年十月六日　未払」という記載である。6 日間の
みが未納扱いである。1945 年 10 月 6 日、大阪海兵団は商大学舎から撤収し、翌 7 日には米
軍の占拠が始まるのである。
　一方で海軍の第 2 次接収である「学部」については「海軍から支払を受けた賃貸料金額」と
して「自昭和二十年五月一日　至昭和二十年九月三十日　27,630 円」とだけあり、10 月１～
6 日については記載自体がなく、未納扱いにもなっていない。海兵団は 9 月末には学部地区か
ら撤収済みだったのだろうか。このあたりの状況は不明である。
　また「学部」校舎の賃貸料発生が「自昭和二十年五月一日」という点についても疑問が残る。
史料１で確認した通り第 2 次接収は同年 4 月から既に始まっているはずだが、日割分などの
賃貸料が全く扱われていない。大阪市作成の収入報告書（史料６）の続き部分でも、学部につ
いてはやはり同年 5 月からしか賃貸料が支払われていない。4 月・5 月頃の学部・講堂接収状
況はどのようなものだったのだろうか。
　これに対し、信太山健民修錬所については「昭和二十年八月三十日迄の賃料収入済（終戦打
───────────────────────────────────────────────
（29）　前掲簿冊『昭和二十年度～二十四年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』のうち第 17 号
文書
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切）」「合計金一二七九七（円）．六二銭」と書かれている。これは表 5 で確認した事実と喰い違っ
ている。表 5 の実収額 10470.78 円に未納の 2 ヵ月分（1944 年 12 月、1945 年 2 月）2326.84
円を追加した合計が 12797.62 円である。未納 2 ヵ月分を含めて「収入済」と記載している事
情は不明である。市担当者の認識違いなのか、収入報告書の写し（史料 7）作成日（1949 年 3
月）以降、上記「大阪商科大学仝舎海軍使用に関する調」「信太山土地元陸軍と賃貸借契約に
関する調」作成日（1949 年 4 月）までの間に支払いがあったのだろうか。
　二つの「調」から、事実はどうであったか別として、大阪市が健民修錬所については全期間
収入済み、商大については 6 日間だけ未納として捉えていることがうかがえる。
おわりに
　以上、3 章にわたり日本海軍・陸軍の大阪市有不動産接収について現存する史料から検討し
てきた。商科大学と健民修錬所は近い時期に接収を受けており、同じ市有不動産どうしで契約
書や賃貸料収入の記録など比較がしやすい状況であった。比較による単純な評価は慎まなけれ
ばならないが、これまで確認してきた中で、どちらかといえば海軍よりも陸軍のほうがまだ丁
寧に市に対応しているのではないかと考える。契約の更新手続きが確認できること、最初の賃
貸料支払いが比較的早く、海軍と異なり戦時中に 3 度の支払いがなされていること、戦後１ヶ
月経った 1945 年 9 月 15 日にはまとまった支払いが行われていることなどからである（但し
未納 2 ヶ月分あり）。
　前掲拙稿（Ａ）と同様、本稿においても史料的制限から土地や施設がどう使われていたのか
利用の本質的な実態をつかむことができなかった。今後の大きな課題である。そのような中、
本稿はせめても契約書や賃貸料支払い状況から実態の一部を汲み取ろうとした試みであった。
　また、史料について付け加えるならば、今回使用した史料はすべて戦後になって作成された
ものである。これらの史料は戦後の米軍による接収期、不動産返還のために作成されたのであ
る。戦時中の日本軍による接収状況を証明しなければならなかったからだ。戦後数年間には写
し取ることができた戦時中の史料群はどこへ行ってしまったのだろうか。ぜひ発見して何らか
の形で残せたらと思う。
　この他、同時期の接収不動産（特に他大学など）の状況などを視野に入れて検討できなかっ
た点や研究史上の位置づけを欠いた点もひとえに筆者の力量不足である。
　上記のように様々な課題はあるが、これまで本学の年史類など大学史関係であまり利用され
て来なかった史料の存在を明らかにし、ここに紹介できたのは、本学にとって一定の意義ある
ことだと感じている。今後も本学・公文書館内外に残存する本学関係歴史資料の発掘とその検
討を続けていきたい。
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和泉町伯太 乙 100-3 雑種地 224 
乙 103 雑種地 1 14 
乙 104-1 雑種地 1 228 
乙 104-2 雑種地 1 307 
乙 105 雑種地 800 
乙 106 雑種地 123 
乙 107 雑種地 318 
乙 108 雑種地 312 
乙 109 雑種地 111 
乙 110 雑種地 306 
乙 111 雑種地 516 
乙 112 雑種地 424 
乙 113 雑種地 523 
乙 114 雑種地 407 
乙 115 雑種地 212 
乙 116 雑種地 129 
乙 117 雑種地 320 
乙 118 雑種地 2 625 
乙 119 雑種地 527 
乙 121・122 雑種地 829 
乙 123 雑種地 603 
乙 124･125 雑種地 515 
乙 126 雑種地 627 
乙 127 雑種地 305 
乙 128 雑種地 323 
乙 129･130･131 雑種地 1 104 
乙 132 雑種地 117 
乙 133 雑種地 126 
乙 134 雑種地 201 
乙 135 雑種地 518 
乙 136 雑種地 203 
乙 137 雑種地 525 
乙 138 畑 400 
乙 139 雑種地 227 
乙 140 雑種地 112 
乙 141 雑種地 129 
乙 142 雑種地 402 
乙 143 雑種地 106 
乙 144 雑種地 118 
乙 145 畑 412 
乙 146･147 畑 722 
乙 148 畑 1 107 
乙 149 雑種地 707 
乙 161-1 雑種地 3 126 
乙 162 雑種地 1 920 
乙 163-1 雑種地 2 727 
乙 164 雑種地 816 
乙 165-1 雑種地 3 615 
乙 167･168 合 1 雑種地 2 312 
乙 167･168 合 2 雑種地 5 
乙 169 雑種地 4 519 
乙 180 山林 1 415 
乙 181 畑 614 
乙 182-2 雑種地 719 
乙 183-2 雑種地 520 
乙 184 雑種地 1 203 
乙 185-1 雑種地 2 528 
乙 186-2 雑種地 103 
乙 187-1 雑種地 5 107 
乙 187-3 山林 629 
乙 187-4 雑種地 200 
乙 188･189-2 雑種地 2 411 
乙 194-1 雑種地 24 
乙 194-2 雑種地 302 
乙 194-3 雑種地 720 
乙 195 雑種地 9 829 
乙 196-1 雑種地 5 511 
乙 205-2 雑種地 1 904 
乙 206-1 雑種地 2 313 
乙 206-3 雑種地 1 224 
乙 206-4 山林 24 
乙 207-1-1 雑種地 5 325 
乙 207-1-2 雑種地 15 
乙 207-1-3 雑種地 111 
乙 207-4 雑種地 7 14 
乙 207-5 山林 520 
乙 207-6 雑種地 116
乙 207-7 山林 105
乙 208 雑種地 116
乙 211 雑種地 714
乙 212 雑種地 1 129
乙 213-1 雑種地 3 4
乙 213-2 雑種地 614
乙 213-3 山林 423
乙 215 雑種地 3 417
乙 216 雑種地 3 223
乙 221 雑種地 926
乙 222 雑種地 226
乙 223 畑 809
乙 224 雑種地 1 103
乙 225 雑種地 822
乙 247-1 雑種地 9 0
乙 247-2 山林 202
乙 281 雑種地 2
信太村大字尾井 856 田 4 1
857 原野 2
858 田 3 1
859 田 12 1
860 田 1 1
861 田 102 2
862 原野 3
863 田 5 1
864 田 4 1
865 田 5 1
866 田 2 1
和泉町伯太 973-1 雑種地 4 228
973-2 山林 1 305
973-3 雑種地 301
表２　信太山大阪市有地調書
地　　　　番 地目
地積
反 外
地　　　　番 地目
地積
反 外
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973-4 雑種地 115
973-5 雑種地 4 321
977 雑種地 1 207
979 雑種地 1 318
980 雑種地 220
1271 溜池 210 堤敷 103
和泉町黒鳥 1557 雑種地 710
1558 雑種地 123
1559 雑種地 406
1560 雑種地 413
1561 雑種地 1 710
1562 雑種地 701
1563 雑種地 310
1564 雑種地 716
1565 雑種地 1 124
1566 雑種地 117
1567 雑種地 326
1568 畑 820
1569 雑種地 407
1570 雑種地 407
1571 雑種地 404
1572 雑種地 617
1573 畑 522
1574 雑種地 520
1575 雑種地 827
1576 雑種地 423
1577 雑種地 506
1578 雑種地 700
1579 雑種地 514
1580 雑種地 421
1581 雑種地 215
1582 雑種地 328
1583 雑種地 1 106
1584 雑種地 413
1585 雑種地 209
1586 雑種地 115
1587 雑種地 409
1588 雑種地 405
1589 雑種地 309
1590 雑種地 305
1591 雑種地 302
1592 雑種地 225
1593 雑種地 318
1594 雑種地 319
1595-1 雑種地 201
1596 雑種地 27
1597 畑 10
1598 雑種地 13
1599 雑種地 24
1601 畑 206
1602 雑種地 509
1603 雑種地 222
1604 雑種地 214
1605 雑種地 1 310
1606 雑種地 420
1608 山林 1 120
1609 雑種地 615
1611 雑種地 315
1629 雑種地 22
1640･1647･1644 雑種地 23 621
1643 雑種地 122
1645 原野 413
1646 雑種地 216
1651 雑種地 322
1652 第 2-1 雑種地 1 0
1652 第 2-2 雑種地 1 0
1652 第 2-3 雑種地 1 500
1658 雑種地 2 500
1665-1 雑種地 1
1668-1-1 雑種地 500
1668-1-2 雑種地 1
1668-2 雑種地 500
1671 雑種地 215
1673 雑種地 101
1691 雑種地 608
計 193 901
（58171 坪）
大阪市外事課『昭和 20 ～ 24 年度　渉外事業関係書類　接収不動産関係書類』第 10 号文書より作成（大阪市公文書館所蔵、
簿冊整理番号 213284、配架番号 56934）
地　　　　番 地目
地積
反 外
地　　　　番 地目
地積
反 外
（たなか　ひとみ　大阪市立大学大学史資料室・恒藤記念室研究員）
